
シンガポール
世界の海事
センター化構想

インドネシア
海洋国家構想

港湾の中長期政策 「PORT 2030」 の概要

・グローバルSCM 、農林水産品輸出、越
境EC等も活用して、世界で稼ぐ

・人手不足に対応し、国内輸送を支える

・再生部品輸出や越境修繕サービス等の
サーキュラーエコノミーの取込み

・アジアのクルーズ需要のさらなる取込、
寄港地の全国展開、国内市場の開拓

・地域の価値を向上させ、観光客や市民
を引寄せる美しい「コトづくり」空間に

・ロジスティクスを核として付加価値を生
み出す新たな産業の展開

・資源エネルギーチェーンの世界的な変
化の先取り、コンビナート再生

・地球環境や海洋権益の保全

・AIやIoTを活用した港湾の建設・維持管理・運営サイクル全体のスマート化、強靱化

・様々なつながりを通じて新たな付加価値の創出を目指す「Connected Industries」
を支えるプラットフォームに進化させるとともに、海外展開やスマートワーク化を促進

１．グローバルバリューチェーンを
支える海上輸送網の構築

２．持続可能で新たな価値を創造
する国内物流体系の構築

３．列島のクルーズアイランド化

４．ブランド価値を生む空間形成

５．新たな資源エネルギーの受入・
供給等の拠点形成

６．港湾・物流活動のグリーン化

７．情報通信技術を活用した
港湾のスマート化・強靱化

８．港湾建設・維持管理技術の
変革と海外展開

【2030年の港湾が果たすべき役割】

☆地政学的な変化やグローバルな視点を意識
☆地域とともに考える
☆ 「施設提供型」から「ソリューション提供型」へ
☆ 「賢く」使う
☆ 「進化する」港湾へ

✓ 新興市場の拡大と生産拠点の南下、インバウンド客の増加
✓ 人口減少・超成熟化社会の到来と労働力不足
✓ 第４次産業革命の進展
✓ 資源獲得競争の激化と低炭素社会への移行
✓ 巨大災害の切迫とインフラの老朽化

国内外の社会経済情勢の展望 港湾政策の基本的理念

中長期政策の方向性（８本柱）Ⅰ．列島を世界につなぎ、開く港湾
【Connected Port】

Ⅱ．新たな価値を創造する空間
【Premium Port】

Ⅲ．第４次産業革命を先導するプラットフォーム 【Smart Port】

新たな
価値を
創造

○ 中長期政策の構成

あらゆるモノ、ヒト、情報、主体、空間をつなぐ、「 フィジカル＆サイバープラットフォーム 」へと進化

○2030年の港湾
Cyber Port

Physical Port

世界に展開する生産拠点や
主要市場、資源国とを結ぶ輸送網の
多方面化・多頻度化等を通じて、

世界との「コスト／時間距離」をいかに縮めていくか？

北米

中南米

中国

南アジア

○ 我が国の港湾を取り巻く情勢

アフリカ
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欧州

地熱1.0~1.1%程度

バイオマス
3.7~4.6%程度
風力1.7%程度

太陽光7.0%程度

水力
8.8~9.2%程度

石油

石炭

LNG

再生可能
エネルギー

原子力

資源・エネルギー獲得競争の激化
と低炭素社会への移行

チャイナ+1 や
タイ+1 へ

労働集約的な
工程の分散化

中国

インドネシアマレーシア

ベトナム
カンボジア

ラオス
タイ

フィリピン

ミャンマー

東南アジアをはじめとする
新興市場の拡大と生産拠点の南下

アジアのクルーズ市場
の急成長

北極海沿岸からのLNG輸入

北米からのLNG輸入 欧州－中国間の貨物輸送

世界の主要港における
コンテナターミナルの自働化の進展

パナマ運河拡張や北極海航路の本格利用に
伴う資源の調達先や輸送ルートの多様化

東南アジア

一帯一路構想

○：中国による
主な海外の港湾への投資

インド
Make in India

政策(産業・ｲﾝﾌﾗ)

21世紀
海上シルクロード

釜山港の
世界2大コンテナ
積替ハブ化構想

韓国

上海、天津等の
国際海運

センター化構想

シルクロード
経済ベルト

中国

近隣諸国における
主な港湾・交通戦略
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出典：CLIA資料より港湾局作成

（参考）チャイナ+1：中国への集中投資リスクを回避するため、中国以外に拠点を持つ経営戦略
タイ+1 ： 製造拠点をタイに残したまま、労働集約的な工程を周辺国で行う形で、

サプライチェーンを形成する経営戦略



・設備更新と合わせたインフラの改良・強靱化、共同輸送の促進、大型船
受入拠点の最適配置

・新エネルギーの供給、海洋資源の開発・利用のための活動・支援拠点の
形成

「PORT 2030」主な施策

2

１．グローバルバリューチェーンを支える海上輸送網の構築 ２．持続可能で新たな価値を創造する国内物流体系の構築

８．港湾建設・維持管理技術の変革と海外展開７．情報通信技術を活用した港湾のスマート化・強靱化

・CIM（※）やAR（拡張現実）の導入等による
港湾分野のi-Constructionの推進、点検業務の
効率化・迅速化、港湾建設における安全性向上

北米

大洋州

中南米中国

欧州

東南アジア等へのシャトル
便・直航サービスやフェ
リー・RORO輸送網の拡充

南アジア
中東

アフリカ

東南アジア等からの広域集
貨等を通じた長距離基幹航
路の寄港を維持・拡大

北極海

東南
アジア

・国際クルーズ拠点と合わせ、フライ＆クルーズ等の我が国発着クルーズを拡
大、港の観光コンテンツを充実、訪日外国人旅行客の満足度向上のための施
策を展開

３．列島のクルーズアイランド化 ４．ブランド価値を生む空間形成

６．港湾・物流活動のグリーン化～CO2排出源・吸収源対策～５．新たな資源エネルギーの受入・供給等の拠点形成

・東南アジア等へのシャトル航路を戦略的重要航路として、主要港からの直
航サービスを強化

・国際コンテナ戦略港湾について更なる機能強化、国内外からの集貨を促進
・国際フェリー・RORO航路など多様な速度帯での重層的サービスを提供

・自動離着岸、自動決済、GPSによるシャーシ管理システムを実装
した「次世代高規格ユニットロードターミナル」の形成

・内航海運の生産性向上を進めるため、国・地域・改革に意欲的な運
航事業者による連携体制の構築、先導的取組の推進

・産地と連携した農林水産品の輸出・移出促進のための港湾強化

・センシング技術やドローン等のIoTを活用
した迅速な被災状況の把握、早期復旧

・施設被害を解析・予測により緊急物資・
救援部隊の輸送円滑化や物流機能の維持に
寄与

・世界最高水準の生産性を有する「AIターミナル」
を形成、ICTの革新に合わせ進化

・港湾の手続、その他物流情報を完全電子化、手続
の省力化、データの利活用を通じた効率化

※CIM：Construction Information Modeling / Managements

・洋上風力発電、輸送機械の低炭素化やブルーカーボン活用等による
「カーボンフリーポート」の実現
・シンガポールとの連携によるLNG供給の国際ネットワークの構築、
その推進のためのLNGバンカリング拠点の形成

・民間資金を活用したマリーナ開発や長期の水域利用と一体となった臨
海部空間の再開発、水上交通による回遊性の強化
・様々な観光資源の発掘・磨き上げ、快適な観光の提供等を通じた訪日
外国人旅行客の満足度向上、地域への経済効果の最大化

AIを活用したコンテ
ナ荷繰りの最小化

遠隔操作化・自働化による
クレーン能力の最大化とオ
ペレーター労働環境の改善

AGV（無人搬送車）

自動運航船及び
遠隔タグボート

ダブルトロリー式
ガントリークレーン

コンテナ立体格納庫

自動運転車両
の隊列走行

ゲートでのダメージ
チェックの迅速化

はしけ輸送

IoT
自動的に情報収集

ビッグデータ

荷
役

機
械

車
両

貨
物

船
舶

ログデータ
の蓄積

データ
の読込

収集 制御

蓄積 立案

ディープラーニング

IoT 一元的にコントロール

水素発電所

水素製造

ＬＮＧ発電所

水素輸入に対応した
港湾機能の強化

企業間連携による石油製品及
び基礎素材の大ロット輸出

石油製品
（基礎素材等）

石油精製

事業集約等により生じた空き地に
LNGや水素などの親和性のある
エネルギー産業の誘致を促進

水素モビリティ
余剰電力
を水素化

地域経済を支える
基礎素材産業の競争力強化

施設の老朽化対策とともに大型
船に対応した港湾施設に更新


